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はじめに
本稿は，近代日本の国内行政に関する権限を一手に掌握していた内務省が第二次世界大戦の敗戦に
よって解体される経過において，戦後教育行政改革の一側面にどのような影響を与えたかについて考
察するものである。特に，戦後の教育の「民主化」において最重要テーマと考えられていた「地方分
権」の観点から，内務省解体と戦後教育行政改革の接点を明らかにすることを課題としている。
内務省は，戦前の日本において，1873年に設立されてから一貫して地方行政に関する指導監督権
を介して，地方教育行政への人事政策等を支配していた。このため，中央政府組織としての文部省
が，その行政権限の分掌をめぐって内務省と政治的摩擦を示すことは自明の理であった。一方，占領
軍としての米軍は，日本政府の超国家主義が形成されたのは，陸軍省・海軍省と共に内務省と文部省
の影響が大であったと考え，その組織改革を通して戦後民主化改革を図ろうとしたのであった。しか
し，内務省は解体されたものの，文部省は存続した。この点について，中野光は「日本の支配層およ
び政府・文部省には，国体の護持には執念をもやしても，過去の教育のあり方に対してきびしい自己
批判を加える意欲も能力もなかった。（中略＝引用者）それに比べて占領軍の教育政策ははるかに機
敏で積極的であった。（中略＝引用者）教育改革の主体（中略＝引用者）は，政府とはいえず，いわ
んや占領軍ではなく，教職員をはじめとする（中略＝引用者）日本国民にほかならなかった」（１）と評
している。しかし，内務省の解体・文部省の存続をもたらした「民主化」の本質について再考しよ
うとするとき，教育行政改革の側面からいえば，果たして中野が示したような断定で結論づけること
ができるのか疑問を感じざるを得ない。戦時中における教育改革を担った教育審議会（1937年設置）
は，教育行政の側面から「教育の機会拡充」を旨とし，戦後民主化につながる先進性を有していた（２）。
また，戦後においては文部省幹部に，戦時中にその教育体制を批判していた学識者が多く登用され，
その教育行政文化の刷新・転換を強くおしすすめようとしていた。教育行政改革史を俯瞰すれば，決
して，日本側からの教育改革が一方的に後進的であったということはないのである。
対日占領計画に関して，米軍は対戦中から国務省を中心に構想を練っていた。戦後，占領政策の
実務は米国本国や戦勝諸国家政府を離れて，Douglas MacArthur率いる General Headquarters, the 
Supreme Commander for the Allied Powers（連合国軍最高司令官総司令部，以下 GHQ/SCAPと略記
する）に幅広い裁量権が与えられた。そのため，戦時中の米国政府内の対日占領計画と GHQ/SCAP
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の実際の占領政策は，基本的には「民主化改革」という路線を共有・継承しながらも，その具体的
な政策内容は差異をみせた。また，米国各地から専門官としてスタッフが集められた GHQ/SCAP内
においても，各部門・スタッフが実現要求される政策思想の違いからセクショナリズムの弊害を生み
だす様相をみせていた。平野孝は「日本の非軍事化・民主化のための政策立案は，GHQ/SCAP，特
に特別幕僚部の諸機関，従って，政治領域の改革については，民政局の手に大幅にゆだねられるこ
とになった。このことは，GHQ/SCAPによる選択の幅を大きくし，内部における意見の相違・対
立・改革の遅帯の可能性を生み出した」（３）と指摘する。その一例が，本稿が取り上げる内務省と文部
省に対する処置であると考える。その原因はまず，効率的で混乱のない対日占領を実行するために，
GHQ/SCAPには既存の官僚組織を利用することが求められたからであった。行政組織間の調整弁を
果たしていた内務省は，治安・秩序維持の観点から存続を一時は検討された。一方，国家総動員のた
めの教育制度・内容を率先して構築していたと GHQ/SCAPに考えられていた文部省は，廃止という
方向性が検討された。当事者である内務省および文部省においても，戦前期からの行政権限の分掌に
関する課題認識から，戦後民主化改革においては対立をみせていた。占領下日本における戦後民主化
改革の方向性をめぐって，GHQ/SCAPや日本政府内部の組織対立が存在していた事実は，戦後民主
化改革における改革主体の所在性を考える視点を多様なものにしなければならないはずである。
以上のような間接統治を許された日本における戦後占領をめぐる歴史的経過を踏まえ，本稿ではま
ず戦後民主化改革においてどのような GHQ/SCAPの組織が内務省の改革を担当し，どのような組織
改革を図ろうとしたのか，その模索・展開について整理する。第 2に，戦時教育体制を構築した文部
省に対する米国側の改革構想と文部省存廃に関する日本側の議論を整理する。最後に，内務省廃止と
文部省存続の関係性を地方分権の観点から考察する。
戦後占領期における内務省改革と文部省改革の展開を比較分析することにより，戦後民主化改革に
おける行政改革の課題とはどのようなものであったかを明らかにすることが本稿の目的である。
第１節　内務省存続の模索
内務省は，土木，衛生，宗教，治安・公安など幅広い国家内政における責任と権限を担っていただ
けでなく，地方行政の統制ルートを掌握していた。内務省は，国策遂行のうえにおいて，その設立か
ら廃止に至るまで一貫して極めて重要な役割を担った。日本政府が占領体制を受け入れると，官僚機
構は GHQ/SCAPによる戦後民主化改革達成のための補完機能を担った。GHQ/SCAPには，戦時体
制を構築したそれまでの官僚機構の性質を否定しなければならない「占領による民主化」という目的
の実現と，占領政策を効率的に実施達成するために官僚機構を利用することの必要性が，同時的に要
求されるという政治的矛盾を抱えていた。
これまで，占領行政が果たした戦後民主化の本質に関する考察としては，間接統治方式によった
結果「官僚機構の温存と強化」（４）がなされたと指摘する先行研究が多い。辻清明は占領政策の実態
は「公務員法や地方自治法の実施，内務省の解体，警察制度の再編成等に見られる制度的改革はお
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こなわれたが，それすら表面を糊塗するだけに終わり，抜本的な改革を受けなかった」（５）と指摘す
る。村松岐夫や天川晃一は，占領政策を実施していく上で GHQ/SCAPは漸次その占領政策を「変
質」させていったと指摘する（６）。また平野は，これら戦後民主化過程における行政機構再編成に関
する先行研究を「この時期の官僚機構に関する研究は，一方では占領軍の介在によって専制的性格を
払拭された官僚機構が，他方では，その現代的再編を戦時体制の延長線上にそれ自身の手で達成し
たかのような単線的理解におちいりかねない危険性をはらんでいる」（７）と批判し，内務省解体を巡る
GHQ/SCAP内部の意見対立の過程を整理分析している。
対日占領計画の方針策定を行った State-War-Navy Coordinating Committee（国務・陸・海三省調整
委員会，以下 SWNCCと略記する）は，その政策レポートにおいて，戦後日本の地方行政に関して，
内務大臣が従来有していた都道府県知事の任命を弱めることを重視する旨を発表していた。少なくと
も，内務省の権力の源泉である地方行政への統制権を弱めることを意図していた。だが，内務省存廃
に関しては，一気にそれまでの中央行政機構を無能にすれば占領計画を効率的に実行できなくなると
いう GHQ/SCAPのジレンマと，その当時の米国内行政学における思想潮流の変化を受けて，必ずし
もその後に決定される「解体」「廃止」という方向性が定まっていたわけではなかった。米国におい
てはニューディールを起点とするニューセントラリゼーションによって行政権限の集中・効率化が政
治的に進行しており，日本の中央集権的行政のあり方に対して一定の理解を示しはじめていた。対日
占領方針の策定時においては，日本の行政機構を戦時体制構築の諸悪と批判しながらも，実際の占領
統治に際してはこれに理解を示さねばならなくなった GHQ/SCAPの現実があったのである。B.ロン
グ国務次官補は，「日本政府の諸機能は，本質的には，よく組織された国家ならどこにおいても見出
さるべきものである。そして，それらの諸機能について，権限が中央に集中された状態にしておくこ
とは本来望ましい」と国務省内に設置された Post-War Programs Committee（戦後計画委員会，以下
PWCと略記する）の文書レポートにおいて指摘している。地方行政の自治権を拡大することによっ
て中央行政の機能は無用になると構想されていた占領期前期から，占領期後期においては地方行政間
の利益調整を図るために中央行政の関与が必要とされていく（８），といった「転換」が行われた。
日本の統治機構再編に関しては，GHQ/SCAP内の，Government Section（民政局，以下 GSと略
記する）が主導した。GSは 1945年 10月 2日に設置され，その任務は，日本の①軍務行政に関する
こと，②日本政府の中央集権的行政機構の詳細に関すること，③日本政府の全体主義的要素に関する
こと，④日本政府の企業統制に関すること，を調査・研究し，SCAPに助言を行うことであった。GS
には，10月 12日に Administrative Branch（以下，行政係と記す）が組織され，行政機構の再編成作
業を担当した。行政係は，計画立案グループと作成グループから構成され，係長に直接つながってい
た作成グループには内事班・外事班・司法班が結成された。1946年 2月 1日に GSの組織改革が行わ
れ，行政係は Public Administrative Division（以下，行政課と記す）に昇格拡大し，その機構のうち
Governmental Powers Branch（以下，統治権係と記す）が日本政府の統治体制の変革計画や命令を準
備することを担当した。7月 18日以降，統治権係が内務省に関する勧告を作成した。この勧告では，
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内務省の権限は大幅に縮小されたが，決して「廃止」という決定にまで到達はしていなかった。
内務省に関する処置方針の策定は，1946年 1月 22日から行われている。地方制度の改革と日本政
府機構の分権化・非軍事化の観点が重視された。だが，その改革過程において，内務省改革を通すと，
「民間諜報局，経済科学局等，他の特別幕僚部も警察改革，出先機関の取り扱い，行政事務配分問題
をめぐって民政局，就中，地方政府課と真っ向から対立していた」（９）ために，GHQ/SCAP内部の対
立を煽り，占領行政は混乱をきたしたとも言われる。内務省内部からも，GSの対内務省観に関して
抵抗があったようである。1947年当時，内務省地方局行政課に入省した立田清士は「特に地方局と
いうのは GHQにわかりにくい存在でした。国と地方との連絡・調整なんていうことは全然わからな
くて，なぜそういうものが必要なのか，（中略＝引用者）内務省が行政に関する権限を国レベルでも
地方に対する関係でも相当持っていたことは，彼らには全然理解できなかったのでしょう。それが日
本を戦争に引っ張ったと誤解していたのではないかと思うのです」（10）とコメントしている。戦争責任
に関する認識において，内務省官僚と GSをはじめとする GHQ/SCAPの間に齟齬が生じていたこと
は確かだろう。
GSは 1947年 4月 30日に統治権係が作成した覚書を基本的に継承した「内務省の分権化に関する
覚書」を通達する。この覚書自体も決して内務省廃止そのものを指摘しているわけではないが，内務
省機構全体を改革対象としてあげた。この通達に関する日本政府との折衝は，National Government 
Division（以下，中央政府課と記す）が担当した。5月 3日に施行される新憲法と地方自治法にあわ
せて，内務省の設置は勅令事項から法律事項へ転換した。また，4月 18日に公布された行政官庁法
においても内務省が残されることになっていた。結局，先の覚書とその後の動きをみても，日本側も，
GHQ/SCAPが内務省を「つぶそうと思ってかかったのか，それともあるいは言うがごとくディス・
セントラライゼィションの実さえあげれば置いておいていいというふうに考えておったのか」（11）と困
惑を示していた。
しかし最終的に，GSは内務省を「分権化」することから「解体」「廃止」する方針へ転換する。
GSが内務省を解体することにふみきった理由は，GSが日本政府の再編と同時に取り組んでいた地
方制度改革と警察行政改革にある一定程度の成果をおさめ，地方行政と警察行政を管理監督していた
内務省の存在が GHQ/SCAPが求める占領統治行政の効率化において必要なくなったからである。内
務省廃止後，内務省改革や地方制度改革を担当した GSの諸機関も順次解体されていった。
しかし，内務省の残滓はその後の官界・政界に残り続けていくこととなる。内務省が廃止される
前に行われた第一回府県知事・都道長官公選（1947年 4月 5日実施）において，官選知事経験者
が 27名も当選しており，官僚出身者もまた 2名当選している。この経過に関しては，小西徳應の
研究（13）に詳しい。戦前の内務省官僚による知事就任の変形ともいうべき，中央省庁の官僚出身者
が，退官後に知事へと転身していくシステムが戦後政治において定着した。また，内務省が解体さ
れた以後も内務省の大臣官房・地方局・警保局・調査局は自治庁を経た自治省へと再集結した。自
治省を引き継いだ現在の総務省もまた，みずからの省名を対外向けにMinistry of Internal Affairs and 
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Communicationsと名乗っている。
第２節　米国の教育改革構想と文部省存続
これまで，戦後教育改革史研究に関しては，鈴木英一や阿部彰などが日米双方にまたがる資料研究
を深化させ，この時期の史的考察の水準を形成した。この業績のうえに，今後，戦後史研究において
さらに研究・論及を進めていかなければならない視点は，現実に進んだ政治改革の本源的意図や数多
く登場する政治プレイヤーの行動因子を分析し，資料間の有機的結びつきをもって証明していくこと
であろう。また，教育行政のみに即してみても，日本本土と分離された沖縄地域の戦後史を連結して
より総合化していくことが必要とされてくると考える。本節においては，日本本土における文部省改
革に関して論をすすめていきたい。
米国の諜報機関 CIAの前身組織である Office of Strategic Services（戦略情報局，以下 OSSと略記
する）は 1944年 3月 6日に，レポート“Japanese Administration : Department of Education”（『日本
の行政・文部省』）を報告している。このレポートは，文部省の組織的重要性，行政組織の概要，占
領下の教育管理などに触れていた。日本の教育行政に関する認識を形成したうえで，占領計画の方
針が本格的に関係各部局で作成されていった。同年 7月 15日には，国務省内に対外政策諮問委員会
として設置された Interdivisional Area Committee on the Far East（極東地域委員会，以下 FEACと略
記する）と PWCは，占領計画文書“Japan : The Education System under Military Government”（『日
本・軍政下の教育制度』）を作成した。11月 6日にさらに改訂版が出されているが，日本の総動員
的教育制度の特徴をことごとく否定する内容になっていた。例えば，この文書では教育における戦
時体制の構築を主導した文部省教学局の廃止や，中央から地方教育を監視・監督する視学官の廃止
などが提言されていた。戦後政策を検討するために，国務省と陸軍省・海軍省の提携のもと，12月
19日に SWNCCが発足し，国務省による対日占領計画は米国政府全体の政策調整へと昇華されてい
く。数多くの政策レポートが作成されたが，SWNCCが対日占領計画で最も重視したのは「教育制度
の改革」であった。大戦終了後，実際に対日占領を担当した GHQ/SCAP内の幕僚組織である Civil 
Information and Education Section（民間情報教育局，以下 CIEと略記する）は，1945年 10月 22日
から 12月 31日にわたって，「民主化」「教職追放」「国家神道除去」「皇国史観排斥」を主要課題と
して四大教育指令を発した。そして，より詳細な民主化改革への具体案を専門家に作成させるべく，
GHQ/SCAPが米国本国に派遣を要請した米国教育使節団が，1946年 3月 5日に来日した。ここから，
日本の戦後教育改革は本格的に戦後民主化体制へと転換が図られていく。GHQ/SCAPの教育改革の
意識は，教育制度が専制政治の精神的支柱になっており，世界一の中央集権的教育制度を維持してい
る文部省の政策決定権を廃止しなければならない（13），というものであった。
だが，具体的な戦後民主化改革の実行は，日本人側に託されることになった。政府政治家や官僚た
ちだけではなく，教育有識者たちも戦後教育改革の制度設計に多く参加する。米国教育使節団に対応
する形で「日本側教育家の委員会」が 1946年 2月 7日に結成された。この委員会は発展的組織解消
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をし，8月 10日に教育刷新委員会として生まれ変わる。教育刷新委員会は，内閣総理大臣直轄の諮
問委員会であり，戦後教育改革構想の制度設計を担った。戦後教育改革において，行政的側面からだ
けでなく，改革課題の主題は「文部省の存廃」であった。有倉遼吉が評するように教育勅語主義によっ
て「教育目的，教育内容及び教育行政が三位一体的関係」（14）であった敗戦前の日本教育を転換させる
ことが，戦後民主化の主目的であったのである。
1946年 12月 27日の教育刷新委員会第一回建議において，教育行政刷新に関する課題を山崎匡輔
文部次官が整理提議している。それは，①憲法に即して教育政策が全般的に改革されなければならな
いこと，②青年子女の義務教育を速やかに確立すること，③教員養成制度を根本的に改正すること，
④教育内容を再検討すること，⑤画一主義であった教育行政の官僚主義を改革するために，地方分権
を実施すること，⑥教育行政に関する財政独立を確立することであった（15）。あわせて，地方教育行
政を地方自治体から独立させ，住民の自治に任せるべきだと提案されている。「地方分権」は米国教
育使節団の勧告に沿うものでもあったが，戦前から教育審議会などで，視学官制度の改革構想として
「教育行政のブロック化」が提議されており，教育改革構想として教育学者や教育政策課題に関心を
寄せる有識者たちにも，決して議論として受け入れられないテーマではなかった。中央教育行政シス
テムの役割を縮小させ，地方教育行政の機能を拡充・独立させるという方向性は，自然に「文部省廃
止論」「文部省無用論」へとつながっていった。1947年 12月 27日の教育刷新委員会の会議では，文
部省に代わる「文化省」案が建議されている。「教育を民主化し（中略＝引用者），新たに文化省（仮
称）を設け（中略＝引用者），現在の文部省はこれに統合すること」というのが，その建議文であっ
た。しかし，この文化省案は文部省としての名称をただ変更したにすぎない，という批判も存在した
ために，改革構想としては後退する。1948年 2月 8日の会議では，この案をより積極的に前に進め，
「新たに学芸省（仮称）を設置し，これに伴い文部省を廃止することが必要である」として，「学芸省」
案が提議されている。学芸省は所管行政に関し，できうる限りの干渉主義を排した組織文化に設定さ
れた。船木正文は，この学芸省構想を「学芸省案は（中略＝引用者），文部省の廃止と学芸省の設置
を断行し，しかも監督行政から指導助言行政への性格変更を明確にした改革案であった。同時に，学
芸省案は憲法上の精神的諸自由の保障と教育，文化予算の優先的確保に一定程度配慮を加えた改革案
であった」（16）と積極的に評価している。この他，戦後教育改革を担った田中耕太郎も教育行政区を大
きなブロックに編成し，各ブロックに自主的な教育行政を従事させる「学区庁」構想や「大学区」構
想を文部大臣在任時に展開していた。さらに，この地域教育行政を統括する責任者を「教育総長」と
いう形で，行政的に位置づけようとした。田中（耕）の構想は，地方の教育行政を一般行政から独立
させるものであり，「教育権の独立」改革として，米国が意図する新憲法の「行政・立法・司法」と
いう三権分立体制から大きく離れたものであったために，多くの反対にあった（17）。また，同時期の
議論として，中央ならびに地方に行政委員会として「教育委員会」を設置する構想なども提議された。
地方自治体毎に設置された教育委員会制度が，戦後教育行政改革の帰結点であることは改めて説明す
る必要性もないであろう。
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しかし，文部省の廃止・文部大臣の地位中立化に関しては批判的な意見も存在した。その発露のも
とにあったのは，文部大臣が率いる文部省が廃止されれば，内閣において教育行政に関する権威と予
算確保の優先性が低下する，という危機意識であった。日本教職員組合も文部省廃止に関しては，「文
部大臣を内閣の更迭と同時に変わらない中立の地位にあるものとして閣僚から離れて（中略＝引用
者）そういう形になりますと必ず教育問題が第二以下に考えられまして予算若しくはその他におきま
す接衝も極めて弱くなる」（18）と危惧を抱いていた。結局のところ，そのような文部省廃止に関する反
対論があったにせよ，GHQ/SCAPとしては戦後教育体制を早急に「民主化」することをなによりも
重視し，既存の官僚組織を活用するという「官僚制の温存と強化」を通して，その体制移行を実現す
る動きを選択する。また，文部省側と教育刷新委員会の間においても，戦後教育行政改革に関して文
部省の大幅な権限縮小を文部省が受け入れることによって，「文部省」という組織名称はそのまま存
続することになった。1949年，文部省設置法が制定されるのである。
第３節　地方分権と内務省解体
教育勅語主義によって行政を展開していた文部省もその実態は，他省と比べると一段劣位に置かれ
る形に目されていた。予算編成においても，行政権限においても，文部省や文部大臣は「伴食大臣
視」（19）されていたのが現実であった。特に，内務省と文部省の関係は，文部省が「内務省文部局」（20）
と揶揄されるほど，その関係性は明確なものであった。文部省が内務省による政治的影響を受けるの
は，1879年の教育令以降からである。それまで，明治初期学制の体制によって，教育行政区と一般
行政区は別離されていたが，この教育令で区画が一致することになった。その後，地方行政制度の整
備が進むと，内務省に強く影響を受ける府県知事や市町村長が，そのまま地方教育行政の責任者とし
て地位を確保し，文部省の行政権限は後退した。そのような内務省と文部省の地方教育行政に関する
関係性が，戦後改革期にあって，転換が図られる。内務省はその官僚制や組織文化を戦後改革におい
ても残そうとした。一方，文部省は，内務省から教育行政に関する権限を奪回しようとした。その両
省の思惑と，GHQ/SCAPの占領政策に関する組織内部調整が交錯するのが「地方分権」という政治
改革テーマであった。
戦後教育行政改革において，「地方分権」の改革案として最初に重要な政策議題となったのは，田
中（耕）が提議した「大学区」構想である。全国の教育行政圏をブロック別に分画し，地域の帝国大
学総長に地域教育行政を管轄させる，という構想であった。この大学区構想が，教育刷新委員会でも
当初から重要な議題としてのぼる。米国の教育使節団も，教育改革に対する報告書で「教育行政の地
方分権」というテーマを重要視していた。この時期，民主化改革の方策として「地方分権」という言
葉は，「きわめて理念的に，かつ広い意味をこめて」（21）使用されている。だが，田中（耕）の教育改
革構想は，GHQ/SCAPが最も重視した新憲法体制における「行政・立法・司法」による三権分立体
制の枠内から離れるものであった。GHQ/SCAPは，田中（耕）の構想を，「第四権としての教育権」
構想と批判し，否定している。日本側有識者からも批判があがった。その批判の急先鋒としては，南
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原繁東京大学総長があげられる。田中（耕）が文部大臣として掲げた「大学区構想」に関して，第
九十回帝国議会貴族院本会議において，このような質疑を行っている。
　それは再びさかんならんとする各政党の対立抗争とその勢力の交代から教育の独立を確保せんと
することに一つの狙いがあると考えられ，その限りにおいて正しい主張を含むと思うが，他面，そ
の結果，教育が国民の政治的社会的基盤から遊離し，文部省を頂点とする一種の「教階制度」と，
それによる新しい「文部官僚主義」の樹立に導くおそれはないか。殊に地方教育制度について，伝
えられるが如く，全国を各国立大学総長を長官とする幾つかの学区庁に分ち，これを文部省に直属
せしめるとともに，その下に文部省の支庁を各府県に設置するごとき構想は，教育民主化に逆行し
ないであろうか。（中略＝引用者）これ教育の「地方分権化」の問題であり，（中略＝引用者）国民
と直結して国民公衆の自覚とその手によって教育の進歩を図ることが眼目でなければならぬ（22）。
この南原と田中（耕）の政策的対立について，『東京大学百年史』は「東京大学の総長と，法学部
から文部省に入り大臣に就任した田中耕太郎との間に，大学改革の方向をめぐる応酬があったこと自
体は，東京大学と戦後教育改革とのかかわりの歴史において記録されるべきことであろう」（23）とその
歴史的評価を行っている。
では，このある一種の「地方分権」を狙った大学区構想が実現しなかった理由はどのようなもので
あったのだろうか。田中（耕）が証言するように，この大学区構想は「明治初期学制」を設計モデル
としていた（24）。大学区構想が実現していれば，戦後教育行政の姿も，総合行政全体の編成理論もまっ
たく現代の中央集権的行政体系の姿とは異質なものができあがっていただろう。田中（耕）自身は，
大学区構想が実現しなかった理由として，私学軽視との誤解や官学偏重との誤解，GHQ/SCAPによ
る改革理論との衝突などをあげている（25）。しかし，『東京大学百年史』によれば，この大学区構想が
実現されなかった理由として，「しかし，おそらくは昭和二十二年四月から連合国軍当局の内面指導
下に内務省の改組が進行し（二十二年四月の地方行政官の任命権，地方行政監督権の喪失，同年十二
月の警察管理権の喪失），翌二十三年四月，最終的に省そのものの廃止にまで進んだことが大きかっ
たと思われる。すなわち，『大学区構想』が対抗しようとした内務省の地方教育行政権そのものが消
えたのであった」（26）と指摘している。
大学区構想のようなブロック構想は，文部省再編・教育行政圏再編だけの問題ではなかった。地方
制度改革・知事公選改革において「ブロック行政」を展開するか，地方一般行政の面からも議論され
ていた。GHQ/SCAPが公選を要求する知事選挙改革において時の大村清一内務大臣は「所謂府県割
拠，府県『ブロック』ノ弊ヲ助長シ，食糧政策其ノ他現下緊要ナル国家諸政策ノ遂行二支障ヲ来ス」（27）
と抵抗を示している。先に述べたように，内務省は 1947年 12月 31日に廃止された。文部省改革と
地方分権改革としての性質を有する大学区構想が田中（耕）によって提議され，それは内務省行政権
に対抗したものとしても位置付けられたということは，文部省改革自体が戦後民主化改革という要素
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の他に，内務省への対抗として意識されていたと解釈すべきであろう。教育刷新委員会で最初の教育
行政機構改革案として大学区構想を審議する際，会議において内務省がその構想に反対意見を表明す
るなど（28），教育行政改革において内務省と文部省は衝突していた。大学区構想は教育刷新委員会で
の審議を通して形を変えながらも，その構想の最重要ポイントである「ブロック制」を改革案として
残すことに成功する。教育刷新委員会で教育行政問題を担当した第三特別委員会において決議された
「地方教育委員会」案は，ブロック行政を確立する新たな戦後教育行政像であった（29）。この決議され
た改革構想は，教育行政権が内務省から独立を果たすことを明確に宣言した最初の一例であっただ
ろう。
地方教育行政権確立のための教育行政側からの改革構想と，その改革構想に反対し，やがて組織の
廃止を突きつけられる内務省の行動を比較した時，文部省や教育行政改革者たちが，地方分権をうた
う GHQ/SCAPの内部対立を巧みに利用し，内務省から地方教育行政権を奪回する過程が戦後教育行
政改革であり，内務省廃止であったとも考えることはできないであろうか。「内務省が教育行政等を
支配していたという言説は，文部省が自省の解体を防ぐために，意図的に GHQに流した情報によっ
て形成された」（30），と指摘する保坂正康のような主張も存在する。
おわりに
以上，本稿では行政官庁の頂点に位置したと称された内務省の廃止過程の議論と戦時教育体制の本
源と批判された文部省の改革過程の議論を比較することを通して，当時の行政改革の課題がどのよう
に捉えられていたのかを明らかにした。これまでの先行研究においては，文部省の機構改革をはじめ
とする戦後教育行政改革は，GHQ/SCAPがもたらした戦後民主化の流れに大きく拠ると言われてき
た。しかし，国家行政の構造的課題により，教育行政を担当する文部省と地方行政を担当する内務省
との組織関係性を刷新しようと戦前から既に議論されていたことを戦後改革史の基底に据えれば，戦
後教育行政改革の本質を新しく明らかにすることができるものと考えた。第 1節では，内務省廃止に
至る経過を整理した。GHQ/SCAPは当初，占領政策を効率よく着実に実行するためにも，地方行政
と中央政府の調整機能を有する内務省を廃止するのではなく，分権化する程度に留めていようと考え
ていたことを，GSの内務省に関する文書により確認することができた。内務省廃止が決定されるこ
とになったのは，地方分権を果たした地方制度改革が落ち着いた後のことであった。第 2節で，「民
主化」される文部省の組織改革構想の展開を GHQ/SCAP・教育刷新委員会・田中（耕）の立場毎に
整理した。当初は，文部省廃止の流れが強く形成されながらも，行政改革の分野から文部省は存続す
ることとなる。文部省が GHQ/SCAPに必要迫られた「地方分権」という改革要素は，様々な制度構
想を提議させるに至った。最後に，田中（耕）によって提議された「教育権の独立」のための改革構
想を通して，内務省廃止と文部省改革が連動していたことを第 3節で考察した。教育個別の行政機能
を如何に総合行政権の枠内から独立させるかが，「教育権の独立」の本義であったように考える。文
部省による地方教育行政権の独立化・改革に反対した内務省であったが，総合行政の地方分権改革が
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一定の帰着をみせると，内務省は 74年余に及ぶその歴史に幕を閉ざした。
田中（耕）は 1946年 1月 31日に文部大臣を更迭されるが，その理由はいままで，六－三制を導入
する時期に関して GHQ/SCAPと対立したために吉田茂内閣総理大臣が更迭を決断したのだ（31）とこ
れまで言われてきた。しかし，内務省から地方教育行政権を奪回することを改革の主題としていた田
中（耕）にとって大臣辞任は，大学区構想などで対立していた内務省から大幅な教育行政権を排斥さ
せるための交換条件でなかったか，と想起することはできないであろうか。『東京大学百年史』の内
務省廃止に関する考察は，田中（耕）の教育行政改革の目的がある一定程度実現されたことの証左
になると考える。大臣辞任後も，田中（耕）は国会で参議院議員として文教委員会で活躍（委員長就
任）し，教育基本法の制定などに尽力している。大臣辞任後の人事的背景を考えれば，田中（耕）の
教育改革に対する政治力は吉田によって温存されたとみるほうが妥当ではないのか。内務省の権限縮
小は，田中（耕）の大臣辞任後の新年度 4月において実現されている。田中（耕）の大臣辞任の背景
を詳細に分析することは，この時期の戦後教育改革ならびに内務省と文部省との関係性の解明，そし
て吉田内閣における GHQ/SCAPとの間の戦後教育行政改革に対する交渉背景を探る大きな一助にな
るのではないか，と考える。
占領体制を通して，戦後民主化改革によってなされた内務省廃止と文部省改革の関係性は，「地方
分権」という観点から説明できた。しかし，この地方分権は両省の行政権分掌の問題として戦前期か
ら問われてきた。「民主化」という外部からの改革が第一義にありながらも，戦後民主化改革の様相
は，底流において教育行政改革の観点からすれば，すでに戦前期から継続されてきた課題であったと
指摘してよいだろう。今後は，その継続性ないし類似性を指摘できるよう研究を進めていきたい。
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